神奈川県知的障害施設団体連合会

災害対策計画

第1章 総　則

第１条  目的　　
この計画は、神奈川県知的障害施設団体連合会（以下連合会と称す）会則第４条

により県内において大地震・大洪水など、広範囲にわたり被害額も大きい災害(以下大規模災害と称す)が発生した場合の対応及び他の地域(県外)で同様の大規模災害が発生した場合の対応の確立を図ることを目的とする。

第２条  地域・施設の役割

会員各施設は、日頃から大規模災害に備えて防災対策及び減災対策の整備を図るとともに、事前に施設相互の協力体制ならびに地域における連携体制を確立し、この計画に基づき応援体制の必要が生じたときは可能な限り協力するものとする。

第３条  防災対策委員会の開催
連合会各地区から推薦された者(県域3名、横浜2名、川崎1名、相模原1名)及び防災対策委員長の推薦する者により防災対策委員会を開催する。

１．防災対策委員会は、委員長1名と副委員長1名を委員の互選により選出する。

２．防災対策委員会は、各地域間の情報交換を定期的に行うとともに、神奈川県知的障害施設団体連合会防災対策計画の見直しを行い、理事会に提言する。

３．各地域の事前計画整備への協力、各施設の緊急対応対策の整備の啓蒙活動、災害対策への人材育成及び実態調査等を行う。

４．大規模災害発生時は、可能な限り本部員として協力を行う。

第４条  日本知的障害者福祉協会及び関東各都県協会との関連

この計画は、基本的に県内における連合会会員施設相互の協力・応援体制を定めるものであるが、広範囲にわたる大規模災害の発生により、関東各都県協会及び日本知的障害者福祉協会との協力体制の必要も生じてくるので、あらかじめ計画の周知徹底等日常的な連絡体制についても充分に配慮するものとする。

第５条  各団体との関係強化

この計画は、その実施に当たって行政機関・関係団体等との連携を必要とするので、日常的に情報収集・交換等を行い、関係の強化を図るものとする。

第６条  計画の準用

他の都道府県においてこの計画の定めると同様な大規模災害等が発生した場合、は本計画を準用し他都県他都道府県への協力を行うものとする。

第７条  計画の見直し

この計画については、必要に応じ、内容を見直すものとする。

第2章 災害対策本部

第８条  災害対策本部の設置及び廃止

連合会は、この計画の実行を図るため、大規模災害等の発生により相互の応援が必要と認められる場合、また会員施設より災害対策本部（以下「本部」という。）の設置による緊急対応対策の実施要請があり、検討の結果必要と認められる場合は本部を設置し、その必要がなくなったときは、これを廃止するものとする。

なお、災害等により会長事故あるときは副会長等順次これに代わって本部を設置するものとする。

第９条  本部の組織編成

本部に本部長、副本部長、対策本部員を置く。

本部長は連合会会長を、副本部長は連合会副会長を、本部員は連合会理事及び防災対策委員会委員を充てる。

また、必要に応じて会員施設の施設長及び職員を対策本部員とすることができる。

なお、災害等の発生により本部要員に支障が生じた場合は実際の状況に即した組織編成とし本部体制を実効あるものとする。

第10条　本部の設置場所

本部は、原則として連合会事務局に設置するが、実状に即して会員施設等に設置することもできる。

第11条　本部の業務

本部は、総則第１、第４、第５及び第６に規定する事項について体制整備、連絡調整を図るとともに必要に応じて緊急対応時の組織を設定し、災害対策の具体的な対応策の実施について指揮統括するものとする。

第12条　災害対策現地本部の設置及び廃止

本部長は、本部を設置した後必要に応じて災害地域等に災害対策現地本部（以下「現地本部」という）を設置することができる。

また、現地本部の必要がなくなったときは、これを廃止するものとする。
１．現地本部要員

現地本部に現地本部長を置くほか、本部から必要に応じて要員を派遣し、現地の職員を含めて連携した体制で構成する。

２．現地本部の業務

現地本部は、本部と連絡調整を図り、現地における情報の収集に当たるとともに現地の状況に即した対策を講じるものとする。

　
　

第三章　事前計画

第13条　地域(県域、横浜、川崎、相模原)の事前計画

県域(横須賀・三浦、県央東、県央西、湘南東、湘南西、県西)、横浜、川崎、相模原の地域にあっては、日頃より地域内の関係各事業所間との連携の強化に務め、大規模災害等の発生において、必要な連携による対策を実施できるよう配慮するものとする。
1． 各地域に、地域防災委員会を設置すると共に事前計画を定めておく。
2． 事前計画では、あらかじめ大規模災害発生時の情報伝達の方法を定めておく。(孤立しない・孤立させない) 
第14条　地域防災委員会
各地域では、地域会員をもって災害対策要員とし、地域会員の中より地域防災委員を選出し、地域防災委員会を構成する。地域防災委員会は、地域の実情に合わせた防災対策・減災対策について、様々な検討を行う。
第15条　緊急対応対策の整備

各施設は、本部が設置され、各施設に緊急対応の要請があった場合に備え、概ね次の事項についてあらかじめ計画に定めるものとする。

１．緊急時の利用者の受け入れ体制

本部が設置され、要請があった場合の施設利用者等の一時的な受け入れ体制。

２．緊急時の職員派遣体制

本部より、災害現地等の職員派遣要請が行なわれた場合の派遣体制。

３．緊急物資備蓄等

非常食品、飲料水、毛布、救急薬その他資機材等の備蓄整備を図る。

第4章  緊急対応計画
第16条　本部、現地本部の周知

本部長は、本部、現地本部を設置したときは、速やかに設置及び設置場所並びに連絡体制について、会員施設及び関係機関に周知するものとする。

なお、連合会会長は本部、現地本部の業務が終了し設置の必要がなくなったときは、同様に廃止を周知するものとする。

第17条　情報収集・連絡体制の確立

本部は、必要な情報の収集及び連絡体制の確立のため、次の対策を講じる。

１．情報の収集・提供

本部においては、会員施設・関係各機関及び報道機関等より必要に応じた情報の収集を行うとともに、適切な情報の提供を行うものとする。

　　 ２．各地域間の連携体制

        本部の設置にともない、速やかに各地域間の連携体制を確立するものとする。なお、各地域においては事前計画を活用し、地域防災委員並びに防災対策要員等により、必要に応じて常時連絡が可能な体制を確立する。

３．施設間の連絡体制

本部の設置にともない、速やかに各施設間の連絡体制を確立するものとする。

なお、各施設においては必要に応じて常時連絡が可能な体制を確立する。

４．関係機関との連絡体制

本部は、必要に応じて行政機関及び県内関係団体並びに関東地区・日本知的障害者福祉協会との連絡体制を確立するものとする。

第18条　利用者の受け入れ

１．受け入れ施設の決定

本部は、被災地等にある会員施設の利用者及び近隣の障害者について、当該施設の施設長及び保護者等から依頼があり、一時的に他の施設に避難の必要があると判断される場合は、県内の適切な施設での受け入れができるよう調整を行う。

なお、受け入れ施設及び受け入れ数、受け入れ期間の決定については、充分、当該施設と調整をするとともに、その結果を関係各機関等に周知するものとする。

２．利用者の施設間移動の支援

本部は、被災した施設等の利用者が円滑に受け入れ施設へ移動ができるよう、受け入れを要請する当該施設等と受け入れ施設間の連絡調整を充分に行う。また、被災した施設等の利用者が受け入れ施設へ速やかに移動できるよう必要かつ可能な支援を行う。

第19条　職員の派遣

１．本部の職員派遣要請

本部は、必要に応じて被災地等にある施設及び地域について、あらかじめ報告を受けている各施設よりの派遣可能な職員数を参考として、当該施設及び地域に対し、緊急対応対策を実施する職員の派遣を各施設に要請することができる。

２．施設の職員派遣要請

本部より要請を受けた施設においては、可能な限り要請に沿って職員の派遣に務めるとともに、必要により車両等の準備も配慮するものとする。

　　３．職員派遣に伴う対応

　　　　職員派遣については、本部がその都度作成する要綱に従って行う。

　　　　派遣職員個々の労務関係については、各事業所の対応を基本としながら、派遣にあたってはボランティア活動とする。

第20条　緊急応援物資

1． 緊急応援物資の拠出依頼

本部は、被災地等にある施設及び地域に対して必要な緊急応援物資の提供を行うため、あらかじめ各施設よりの報告に基づき、必要な緊急応援物資の提供を要請することができる。

2． 施設の緊急応援物資の提供

本部より要請を受けた施設においては、可能な限り要請に沿って必要な物資を提供するとともに、これらの搬送に必要な車両及び要員についても配慮するものとする。

第21条　搬送車両、職員の確保

1． 緊急車両の提供要請

本部は、物資及び人員の搬送に必要な車両及び運転手について、各施設に提供・派遣を要請できるものとする。

２．施設の車両提供

本部より要請を受けた施設においては、可能な限り車両及びその運行に必要な人員の提供・派遣を行うものとする。

第22条　拠出金

連合会及び本部は、大規模災害の発生により会員施設等について、必要な資金援助及び応急対策の実施が必要となった場合、状況に応じて各施設に対し必要な募金及び臨時会費等の徴収を行うことができる。

なお、資金の調達に関しては関係行政等と緊密な情報交換を行う。また、公的資金の利用については、可能な限り経費実績の積み上げを根拠に要請を行うものとする。
第23条　外部支援の受け入れ(ボランティアの受け入れ)
本部は、大規模災害の発生にともない、県外の福祉関係者及び一般の市民等により緊急対応対策の実施についてボランティア活動の申し出があった場合、関係者への情報の提供等を行うものとする。

なお、この場合、緊急対策を実施する施設及び地域並びに現地本部と充分な連携をとり、調整を行うものとする。
第五章  災害対策基金
第24条　災害対策基金の積み立て
　　　災害時の活動に要する資金を理事会の決定を受けて拠出することができる。
第25条　大規模災害にかかる義援金
　　１．連合会は、大規模災害にかかる義援金を拠出する事ができる。

    ２．災害義援金の額は、被災状況などを考慮して理事会において決定する。

　　３．緊急を要する場合には正副会長会議で決定することができる。この場合、会長は後日、理事会に報告するものとする。
　　４．災害義援金には、連合会加盟施設による任意での見舞金を含めない。
第26条　災害時の活動に要する資金への充当
　　　連合会は、災害時の対応で必要となる資金のうち次の各号の経費に充てるため理
事会の議決を得て災害対策基金から充当することができる。但し、緊急を要する
場合には会長は正副会長会議の同意を得て行うことができる。この場合、会長は
後日、理事会に報告し承認を得るものとする。
（１）災害地までの諸費用(交通費、高速代、宿泊費、飲食代、保険代)
　　　（２）連合会事務局の復旧に要する費用
　　　（３）その他必要な諸費用

付則１　この神奈川県知的障害施設協会災害対策計画は、平成８年４月１日から施行する。

付則２　この神奈川県知的障害施設団体連合会災害対策計画は、平成１１年３月１日から施行する

付則３　この神奈川県知的障害施設協会災害対策計画は一部改正して、平成１４年４月１日から施行する

付則４　この神奈川県知的障害施設協会災害対策計画は一部改正して、平成２５年４月１日から施行する
付則５　この神奈川県知的障害施設協会災害対策計画は一部改正して、平成３０年４月６日から施行する
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